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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第11期

中間会計期間
第10期

会計期間
自 2025年11月１日
至 2026年4月30日

自 2024年11月１日
至 2025年10月31日

売上高 (千円) 519,416 894,052

経常利益 (千円) 133,575 45,237

中間（当期）純利益 (千円) 133,208 112,804

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) － －

資本金 (千円) 11,000 10,000

発行済株式総数
普通株式
A種優先株式
A－1種優先株式
B種優先株式
C種優先株式
C－1種優先株式
D種優先株式

(株)

166,200
40,161
26,000
76,780
30,498
24,215
31,250

164,200
40,161
26,000
76,780
30,498
24,215
31,250

純資産額 (千円) 253,259 137,205

総資産額 (千円) 1,048,340 908,587

１株当たり中間（当期）純利益 (円) 34.03 30.52

潜在株式調整後１株当たり
中間（当期）純利益

(円) － －

１株当たり配当額 (円) － －

自己資本比率 (％) 24.2 15.1

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) 166,954 90,270

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) △160,463 △65,538

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) △35,822 345,427

現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高

(千円) 636,185 665,517

(注) １．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、持分法を適用する関連会社が存在しないため記載しておりま

せん。

３．１株当たり配当額については、配当を実施していないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式は存在するものの当社株式は非上場で

あり、期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。

５．2026年６月11日開催の取締役会決議に基づき、2026年７月15日付で普通株式１株につき10株の株式分割を行

っており、第10期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり中間（当期）純利益を算定してお

ります。

２ 【事業の内容】

当中間会計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当中間会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの

部）に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1) 財政状態の状況

（資産）

当中間会計期間末における総資産は1,048,340千円となり、前事業年度末に比べ139,753千円増加しました。こ

れは主に、顧客企業からの前受金の増加等に伴う現金及び預金の増加70,668千円、並びに既存サービスの機能

拡充及び新サービスの開発等に伴うソフトウエアの増加32,956千円、売掛金の増加10,675千円、前払費用の増加

1,469千円等によるものです。

（負債）

当中間会計期間末における負債合計は795,080千円となり、前事業年度末に比べ23,699千円増加しました。こ

れは主に顧客企業から契約期間分の料金を一括で受領すること等による前受金の増加51,361千円、未払金の減少

12,706千円等によるものです。

（純資産）

当中間会計期間末における純資産額は253,259千円となり、前事業年度末に比べ、116,054千円増加しました。

これは、中間純利益の計上による増加133,208千円、自己株式の取得による減少19,154千円、資本金及び資本剰

余金の増加2,000千円によるものです。

(2) 経営成績の状況

当中間会計期間（2025年11月１日～2026年４月30日）における我が国経済は、雇用・所得環境の改善や各種政策

の効果が期待される中、緩やかな回復が続き、個人消費や設備投資にも持ち直しの動きが見られました。一方で、

中東情勢やアメリカの通商政策の動向、物価上昇、金融資本市場の変動等の影響から、不透明な状況が続きまし

た。

当社を取り巻く事業環境においては、引き続き、企業の受付、日程調整及び会議室の管理といった定型的な業務

を、システムにより省人化・効率化する需要が高まっております。

このような環境下、当社におきましては、大手企業を中心に受注が好調に推移するとともに、さらなる売上高成

長の実現に向け、各サービスの営業体制の強化やサービスの機能拡充等に取り組みました。また、販売費及び一般

管理費の増加を抑制し、利益の拡大に取り組みました。

以上の結果、ストック収益は486,152千円、スポット収益は33,264千円となり、売上高に占めるストック収益の割

合は93.6％となりました。売上総利益率は88.5％、売上高に対する販売費及び一般管理費の比率は62.2％となり、

営業利益率は26.3％となりました。当中間会計期間の経営成績は、売上高は519,416千円、営業利益136,476千円、

経常利益133,575千円、中間純利益は133,208千円となりました。

なお、当社はクラウドサービス事業の単一セグメントであるため、セグメント別の経営成績の記載はしておりま

せん。

(3) キャッシュ・フローの状況

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は636,185千円となり、前事業年度末に比べ

29,331千円減少しました。当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりで

す。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）
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営業活動の結果得られた資金は166,954千円となりました。

主な資金増加要因は、税引前中間純利益の計上133,575千円、前受金の増加額51,361千円であり、主な資金減少

要因は、未払金の減少13,374千円によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果支出した資金は160,463千円となりました。

これは余剰資金の運用を目的とした定期預金の預入による支出100,000千円、既存サービスの機能拡充に関する

開発に伴う無形固定資産の取得による支出60,463千円によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果支出した資金は35,822千円となりました。

これは自己株式の取得による支出19,154千円、長期借入金の返済による支出16,668千円によるものです。

３ 【重要な契約等】

当中間会計期間において、重要な契約等の決定又は締結等はありません。

４【研究開発費】

第11期中間会計期間(自2025年11月１日 至2026年４月30日)

当中間会計期間において、顧客価値向上のために、既存サービスの機能拡充に取り組み、クラウドサービス事業

全体としての価値を高める新サービスの開発にも引き続き取り組んだ結果、研究開発費の総額は9,505千円となりま

した。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,000,000

Ａ種優先株式 40,161

Ａ―１種優先株式 26,000

Ｂ種優先株式 92,139

Ｃ種優先株式 73,100

Ｃ―１種優先株式 66,051

Ｄ種優先株式 31,250

計 1,000,000

（注）１．当社の発行可能種類株式総数の合計は1,328,701株となりますが、発行可能株式総数は1,000,000株とする

旨を定款に定めております。

２．2026年７月14日開催の臨時株主総会決議により、2026年７月15日付で定款の一部変更を行い、発行可能株

式総数は14,000,000株増加し、15,000,000株となっております。

３．2026年７月14日開催の臨時株主総会において定款変更が決議され、2026年７月15日付で１単元を100株とす

る単元株制度を採用しております。

４．2026年７月14日開催の臨時株主総会、普通種類株主総会、Ａ種種類株主総会、Ａ―１種種類株主総会、Ｂ

種種類株主総会、Ｃ種種類株主総会、Ｃ―１種種類株主総会及びＤ種種類株主総会の決議により、定款の一

部変更を行い、種類株式に関する定款の定めを廃止いたしました。

② 【発行済株式】

種類
中間会計期間

末現在発行数(株)
(2026年４月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2026年10月６日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 166,200 3,995,790 非上場

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式であり
ます。
なお、単元株式数は100株であ
ります。
（注）１，２，３，４，５

Ａ種優先株式 40,161 ― 非上場 （注）６

Ａ―１種優先株式 26,000 ― 非上場 （注）６

Ｂ種優先株式 76,780 ― 非上場 （注）６

Ｃ種優先株式 30,498 ― 非上場 （注）６

Ｃ―１種優先株式 24,215 ― 非上場 （注）６

Ｄ種優先株式 31,250 ― 非上場 （注）６

計 395,104 3,995,790 ― ―

（注）１．2026年７月14日開催の臨時株主総会、普通種類株主総会、Ａ種種類株主総会、Ａ―１種種類株主総会、Ｂ

種種類株主総会、Ｃ種種類株主総会、Ｃ―１種種類株主総会及びＤ種種類株主総会の決議により、定款の一
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部変更を行い、種類株式に関する定款の定めを廃止いたしました。

２．2026年７月14日開催の臨時株主総会決議により、2026年７月15日付で定款の一部変更を行い、発行可能株

式総数は14,000,000株増加し、15,000,000株となっております。

３．2026年７月14日開催の臨時株主総会決議で定款変更が決議され、2026年７月15日付で単元株式数100株とす

る単元株制度を採用しております。

４．2026年６月11日開催の取締役会において、Ａ種優先株式、Ａ―１種優先株式、Ｂ種優先株式、Ｃ種優先株

式、Ｃ―１種優先株式及びＤ種優先株式のすべてにつき、定款に定める取得条項に基づき取得することを決

議し、2026年７月14日付で自己株式として取得し、対価として定款に定められた普通株式への転換請求権の

比率に応じた数の普通株式をそれぞれ交付しております。また、同日付ですべてのＡ種優先株式、Ａ―１種

優先株式、Ｂ種優先株式、Ｃ種優先株式、Ｃ－１種優先株式及びＤ種優先株式は、会社法第178条の規定に

基づき、消却しております。これにより、発行済株式総数は普通株式399,579株となっております。

５．2026年６月11日開催の取締役会決議により、2026年７月15日付で普通株式１株を普通株式10株に株式分割

いたしました。これにより株式数は3,596,211株増加し、発行済株式総数は3,995,790株となっております。

６．Ａ種優先株式、Ａ－１種優先株式、Ｂ種優先株式、Ｃ種優先株式、Ｃ－１種優先株式及びＤ種優先株式

（以下「各種優先株式」といいます。）の内容は、次のとおりであります。

(1) 剰余金の配当：剰余金の配当について、普通株式と異なる別段の定めはありません。

(2) 残余財産の分配：残余財産を分配するときは、各種優先株主に対し、普通株主に先立ち、各種優先株式１

株当たりの払込金額相当額に下記の倍率を乗じた額の金銭を支払います。優先順位及び倍率は、第１順位：

Ｄ種優先株式（２．０倍）、第２順位：Ｃ種優先株式及びＣ－１種優先株式（同順位、２．０倍）、第３順

位：Ｂ種優先株式（２．０倍）、第４順位：Ａ種優先株式及びＡ－１種優先株式（同順位、１．０倍）であ

ります。また、各種優先株式には参加条項が付されており、上記の優先分配の後になお残余財産があるとき

は、普通株主等と同順位で残余財産の分配を受けます。

(3) 議決権：各種優先株主は、株主総会において、各種優先株式１株につき１個の議決権を有します（議決権

の制限はありません）。

(4) 株式の譲渡制限：各種優先株式は、譲渡による取得について取締役会の承認を要します。

(5) 取得請求権：各種優先株主は、いつでも当会社に対し、普通株式を対価として、その有する優先株式の全

部又は一部の取得を請求することができます。当初取得価額は１株当たりの払込金額相当額と同額とし、株

式分割等の場合には所定の調整を行います。

(6) 取得条項：当会社の株式について金融商品取引所への上場申請を行うことが取締役会で可決され、かつ主

幹事の金融商品取引業者から要請を受けた場合、取締役会の定める日をもって、発行済の各種優先株式の全

部を取得し、引換えに普通株式を交付することができます。

(7) 会社法第３２２条第２項に規定する定款の定めはありません。

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2025年11月１日～2026
年４月30日(注)

2,000 395,104 1,000 11,000 △149,000 1,000

（注）１．新株予約権の行使によるものです。

２．2025年12月23日開催の臨時株主総会決議により、財務体質の健全化を目的として、資本準備金の額を減少

すると共に、これにより生じた金額をその他資本剰余金に振り替えております。この結果、2026年１月29日

付で資本準備金が150,000千円（減少割合100％）減少し、その他資本剰余金を同額増加しております。

３．資本準備金増減額△149,000千円は、上記２による減少150,000千円と上記１による増加1,000千円の純額で

あります。

４．2026年７月14日開催の臨時株主総会、普通種類株主総会、Ａ種種類株主総会、Ａ―１種種類株主総会、Ｂ

種種類株主総会、Ｃ種種類株主総会、Ｃ―１種種類株主総会及びＤ種種類株主総会の決議により、定款の一
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部変更を行い、種類株式に関する定款の定めを廃止いたしました。

５．2026年７月14日開催の臨時株主総会決議により、2026年７月15日付で定款の一部変更を行い、発行可能株

式総数は14,000,000株増加し、15,000,000株となっております。

(5) 【大株主の状況】

2026年４月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

大宮真里子 東京都渋谷区 59,472 15.18

RJバリューPlus１号投資事業有限
責任組合

東京都千代田区有楽町一丁目７番１号 52,924 13.51

BIG２号投資事業有限責任組合 東京都千代田区四番町６番 50,689 12.94

SALESFORCE VENTURES LLC．
（常任代理人 株式会社セールス
フォース・ジャパン）

Salesforce Tower, 415 Mission St, 3rd Fl
San Francisco, CA 94105

44,568 11.37

グローバル・ブレイン７号投資事
業有限責任組合

東京都渋谷区渋谷二丁目17番１号 21,498 5.49

TVC２号投資事業有限責任組合 広島県福山市沼隈町常石1083 13,177 3.36

株式会社トレタ
東京都渋谷区代々木一丁目11番２号 フロン
ティア代々木４階

11,800 3.01

大宮彩央 東京都渋谷区 10,000 2.55

トレイダーズ Fin Tech１号投資
事業有限責任組合

東京都中央区日本橋兜町８番１号 8,578 2.19

JIA２号投資事業有限責任組合 東京都千代田区霞が関三丁目２番１号 8,578 2.19

計 ― 281,284 71.78

(注) 上記のほか当社所有の自己株式3,238株があります。

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2026年４月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 685

Ａ種優先株式 2,553
― ―

完全議決権株式(その他)

普通株式 165,515
Ａ種優先株式 37,608

Ａ―１種優先株式 26,000
Ｂ種優先株式 76,780
Ｃ種優先株式 30,498

Ｃ―１種優先株式 24,215
Ｄ種優先株式 31,250

普通株式 165,515
Ａ種優先株式 37,608

Ａ―１種優先株式 26,000
Ｂ種優先株式 76,780
Ｃ種優先株式 30,498

Ｃ―１種優先株式 24,215
Ｄ種優先株式 31,250

（注）

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 395,104 ― ―

総株主の議決権 ― 391,866 ―
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（注）株式の内容については、「第３ 提出会社の状況 １ 株式等の状況 (1)株式の総数等 ②発行済株式」に

記載のとおりであります。

② 【自己株式等】

2026年４月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社RECEPTIONIST

東京都目黒区青葉台三丁目
６番28号

3,238 ― 3,238 0.82

計 ― 3,238 ― 3,238 0.82

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 中間財務諸表の作成方法について

当社の中間財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号)に基づ

いて作成しております。

当社の中間財務諸表は、第１種中間財務諸表であります。

２ 監査証明について

当社は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第216条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の２

第１項の規定に準じて、当中間会計期間(2025年11月1日から2026年4月30日まで)に係る中間財務諸表について、みお

ぎ監査法人による期中レビューを受けております。

３ 中間連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【中間財務諸表】

(1) 【中間貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(2025年10月31日)

当中間会計期間
(2026年４月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 665,517 736,185

売掛金 41,274 51,950

商品 7,409 4,700

貯蔵品 1,280 981

前払費用 19,626 21,096

その他 1,849 1,612

貸倒引当金 △109 △109

流動資産合計 736,849 816,416

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 384 363

建物附属設備（純額） 3,984 3,749

工具、器具及び備品（純額） 617 514

有形固定資産合計 4,987 4,627

無形固定資産

ソフトウエア 25,944 58,901

ソフトウエア仮勘定 9,769 33,388

無形固定資産合計 35,713 92,290

投資その他の資産

出資金 10 10

敷金及び保証金 58,506 58,127

従業員に対する長期貸付金 ― 4,348

繰延税金資産 72,502 72,502

破産更生債権等 35 35

貸倒引当金 △17 △17

投資その他の資産合計 131,037 135,006

固定資産合計 171,738 231,924

資産合計 908,587 1,048,340
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(単位：千円)

前事業年度
(2025年10月31日)

当中間会計期間
(2026年４月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 7,114 2,029

１年内返済予定の長期借入金 180,558 183,336

未払金 50,804 38,097

未払費用 790 5,195

前受金 287,543 338,905

預り金 5,556 7,239

未払法人税等 530 265

未払消費税等 18,622 21,568

賞与引当金 3,198 1,225

流動負債合計 554,717 597,862

固定負債

長期借入金 216,664 197,218

固定負債合計 216,664 197,218

負債合計 771,381 795,080

純資産の部

株主資本

資本金 10,000 11,000

資本剰余金 150,000 151,000

利益剰余金 △22,794 110,413

自己株式 ― △19,154

株主資本合計 137,205 253,259

純資産合計 137,205 253,259

負債純資産合計 908,587 1,048,340
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(2) 【中間損益計算書】

(単位：千円)
当中間会計期間

(自 2025年11月１日
至 2026年４月30日)

売上高 519,416

売上原価 59,648

売上総利益 459,768

販売費及び一般管理費 ※ 323,291

営業利益 136,476

営業外収益

受取利息 682

講演料、原稿料等収入 247

補助金収入 50

その他 283

営業外収益合計 1,264

営業外費用

支払利息 4,164

営業外費用合計 4,164

経常利益 133,575

税引前中間純利益 133,575

法人税、住民税及び事業税 367

法人税等合計 367

中間純利益 133,208
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(3) 【中間キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
当中間会計期間

(自 2025年11月１日
至 2026年４月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前中間純利益 133,575

敷金償却 317

減価償却費 4,976

賞与引当金の増減額（△は減少） △1,972

受取利息 △682

支払利息 4,164

売上債権の増減額（△は増加） △10,675

棚卸資産の増減額（△は増加） 3,008

仕入債務の増減額（△は減少） △5,085

前払費用の増減額（△は増加） △1,477

未払金の増減額（△は減少） △13,374

未払費用の増減額（△は減少） 4,404

前受金の増減額（△は減少） 51,361

預り金の増減額（△は減少） △664

未払消費税等の増減額（△は減少） 2,946

その他 250

小計 171,073

利息の受取額 670

利息の支払額 △4,157

法人税等の支払額 △632

営業活動によるキャッシュ・フロー 166,954

投資活動によるキャッシュ・フロー

無形固定資産の取得による支出 △60,463

定期預金の預入による支出 △100,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △160,463

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △16,668

自己株式の取得による支出 △19,154

財務活動によるキャッシュ・フロー △35,822

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △29,331

現金及び現金同等物の期首残高 665,517

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 636,185
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【注記事項】

(中間損益計算書関係)

※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

当中間会計期間
(自2025年11月1日
至2026年4月30日)

給料手当 139,617千円

賞与引当金繰入額 1,189千円

(中間キャッシュ・フロー計算書関係)

※現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

当中間会計期間
(自2025年11月1日
至2026年4月30日)

現金及び預金 736,185千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △100,000千円

現金及び現金同等物 636,185千円

(株主資本等関係)

当中間会計期間（自 2025年11月１日 至 2026年４月30日）

１．配当金支払額

該当事項はありません。

２．基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社は、クラウドサービス事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

(収益認識関係)

当中間会計期間(自2025年11月１日 至2026年4月30日)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社では受付システム等のクラウドサービスの提供という単一の事業を日本国内で行っており、当該事業より得ら

れる契約に基づく収益はストック収益とスポット収益で認識をしております。

金額

千円

ストック収益（注１） 486,152

スポット収益（注２） 33,264

顧客との契約から生じる収益 519,416

外部顧客への売上高 519,416

(注)１．主に自動更新条項があり、継続的な収益獲得を前提とした契約であります。登録人数や登録部屋数等の

利用アカウント数等に応じた月額利用料等を含めております。
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２．継続的な収益獲得を前提としない契約であります。導入時の初期導入費用やハードウェア（商品）の販売な

どを含めております。
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(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
当中間会計期間

(自 2025年11月１日
至 2026年４月30日)

１株当たり中間純利益 34.03円

(算定上の基礎)

中間純利益(千円) 133,208

普通株主に帰属しない金額(千円) －

普通株式に係る中間純利益(千円) 133,208

普通株式の期中平均株式数(株) 3,914,870

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり中
間純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前事業年度末
から重要な変動があったものの概要

－

(注) １．潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、当社株式は非上場であるため期中平均株価を把握でき

ませんので記載しておりません。

２．当社は、2026年7月15日付で普通株式1株につき10株の割合で株式分割を行っております。当中間会計期間

の期首に当該株式分割が行われたと仮定して1株当たり中間純利益を算定しております。

(重要な後発事象)

（本社移転）

当社は、2026年６月11日開催の取締役会において、本社を移転することを決議いたしました。本社移転の概要

につきましては、以下のとおりであります。

１．移転の目的

当社が現在入居している本社オフィスの定期建物賃貸借契約は2027年７月31日で終了しますが、当社のより一

層の成長に向けて、本社オフィスを移転いたします。事業拡大に対応するだけではなく、新オフィスでは、当社

サービスを活用し、社員同士の交流や顧客、パートナー企業とのコミュニケーションを促進するスペースを充実

させ、Workplace Management Platformとして、更なる価値を創出するオフィス環境を目指してまいります。

２．移転予定先

東京都渋谷区桜丘町20番1号 渋谷インフォスタワー８階

３．移転予定時期

2027年２月（予定）

４．業績に与える影響

本件が当社の業績に与える影響につきましては、現在精査中であります。

５．その他

2027年１月開催予定の当社第11期定時株主総会の議案（決議事項）として、「定款の一部変更の件」を提案予

定であり、当該議案が承認可決されると、当社本店所在地は、「東京都目黒区」より「東京都渋谷区」に変更と

なります。

（種類株式の普通株式への転換）

当社は、2026年６月11日開催の取締役会において、2026年７月14日開催の臨時株主総会、普通種類株主総会、

Ａ種種類株主総会、Ａ－１種種類株主総会、Ｂ種種類株主総会、Ｃ種種類株主総会、Ｃ－１種種類株主総会及び
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Ｄ種種類株主総会の決議により、定款の一部変更を行い、Ａ種優先株式、Ａ－１種優先株式、Ｂ種優先株式、Ｃ

種優先株式、Ｃ－１種優先株式及びＤ種優先株式（以下「種類株式」という。）に関する定款の定めを廃止し、

同日付で種類株式の全てにつき、定款に定める取得条項に基づき取得することを決議し、2026年７月14日付けで

自己株式として取得しました。対価として、Ａ種優先株主、Ａ－1種優先株主、Ｃ－１種優先株主及びＤ種優先株

主に各種類株式１株につき普通株式１株を、Ｂ種優先株主にＢ種優先株式１株につき普通株式1.0404株（１株未

満切捨て）を、Ｃ種優先株主にＣ種優先株式１株につき普通株式1.0451株（１株未満切捨て）をそれぞれ交付し

ております。

また、同日付で取得した種類株式の全てを消却しております。

種類株式の普通株式への交換状況

１．変更前の株式の種類及び数

Ａ種優先株式 40,161株

Ａ－１種優先株式 26,000株

Ｂ種優先株式 76,780株

Ｃ種優先株式 30,498株

Ｃ－１種優先株式 24,215株

Ｄ種優先株式 31,250株

２．変更後の株式の種類及び数

普通株式 233,379株

３．変更後の発行済普通株式数 399,579株

（株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更）

当社は、2026年６月11日開催の取締役会決議において、2026年７月15日付で普通株式１株につき10株の株式分

割を行うことを決議いたしました。また、上記株式分割に伴い、定款の一部を変更し単元株制度を採用いたしま

した。

１．株式分割、単元株制度採用の目的

当社株式の投資単位当たりの金額の引き下げ、当社株式の流動性の向上と投資家層の拡大を図ることを目的

として株式分割を実施するとともに、１単元を100株とする単元株制度を採用いたします。

２．株式分割の概要

① 分割の方法

2026年７月15日を基準日として、同日最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有する普通株式を、１

株につき、10株の割合をもって分割いたします。

② 分割により増加する株式数

株式分割前の発行済株式総数 399,579株

株式分割により増加する株式数 3,596,211株

株式分割後の発行済株式総数 3,995,790株

株式分割後の発行可能株式総数 15,000,000株

③ 分割の日程

基準日公告日 2026年６月30日

基準日 2026年７月15日

効力発生日 2026年７月15日

④ １株当たり情報に及ぼす影響

１株当たり情報に及ぼす影響は、(１株当たり情報)に反映されております。
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３．単元株制度の採用

単元株制度を採用し、普通株式の単元株式数を100株といたしました。

４．発行可能株式総数の増加

発行可能株式総数を1,000,000株から15,000,000株に変更いたしました。

２ 【その他】

該当事項はありません。



19

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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